


水道用水供給事業／施設概要

平成２３年１月１日現在

※神路ダム、恵利原ダムは企業庁管理

１日あたり約４５．４万㎥の水道用水を供給できる能力を備えており、
県内１７市町に供給しています。

494.4計 １７市町454,066 ６ヶ所合 計

99.6
松阪市、伊勢市、鳥羽市、明和町、度会町、玉城
町、多気町

128,150多気櫛田川 (蓮ダム)
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津市、松阪市58,800大里長良川(長良川河口堰)
135.3

津市、松阪市81,416高野雲出川 (君ヶ野ダム)

桑名市、四日市市、木曽岬町、
朝日町、川越町、亀山市

13,400播磨
長良川
(長良川河口堰)

四日市市、鈴鹿市、菰野町51,000水沢三重用水 164.3
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木曽岬町、朝日町、川越町
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業
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水道・工業用水道事業の料金

企業庁の水道・工業用水道料金は、「基本料金」と「使用料金」
からなる二部料金制を採用しています。
また、「使用水量｣が｢契約水量（工業用水道事業の場合は、

契約水量から休止水量を減じた水量）」を超えて受水した場合に
は、超過料金をいただく仕組みとなっています。

料金については、事業運営に必要な経費を料金で賄うため、

「総括原価方式」により算定することとなっており、水道料金は
５年、工業用水道料金は３年に一度見直しを行っています。

水道料金については平成２２年４月１日に、工業用水道料金に

ついては平成２２年１月１日に料金改定を行い、一部の料金を引
き下げました。



水道料金については、平成２２年度か
ら平成２６年度の収支見通しをもとに算
定し、この中で、企業債の借換や繰上
償還の実施による支払利息の軽減や、
人件費の抑制などの経費縮減を行うこ
とにより、料金を平均で１１．４％の引き
下げ、受水市町に対し年間約１１億２千
４百万円の負担軽減を見込んでいます。
使用料金については、原価計算の結
果、各水系の料金がかなり近接したた
め、全水系を３９円/㎥に統一しました。
また、中勢系の２水系の基本料金に
ついては、施設を共有している部分が
あり、合併により受水市町が２市となっ
たため、今回平準化を行いました。

水道用水供給事業／料金改定
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（基本料金：円／㎥・月、使用料金：円／㎥）

平成２２年４月１日改定



工業用水道料金については、平成２２年
度から平成２４年度の収支見通しをもとに
算定を行いました。このうち北伊勢工業用
水道事業については、減価償却費、支払
利息等が減少することから、基本料金（固
定的経費）を１．５円/㎥引き下げ、また、
動力費が増加していることから、使用料金
（変動的経費）を０．５円/㎥引き上げる料
金改定を行いました。
なお、中伊勢、松阪、多度工業用水道事
業については、改訂前料金で収支がほぼ
均衡することから、料金を据え置いていま
す。

工業用水道事業／料金改定
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技術管理業務の包括的な民間委託の導入

民間活力の積極的な導入により経営の効率化を図るとともに、官

民が一体となって事業の持続可能性を高め、将来にわたって「安
全・安定」供給を実現するため、浄水場等において技術管理業務の
包括的な民間委託を推進しています。
工業用水道事業については、従来の運転監視業務委託契約の更
新時期と合わせ、平成２１年４月から全ての工業用水道の浄水場等
において包括的な民間委託を開始しました。

【工業用水道事業での包括的な民間委託契約の内容】
受託事業者 荏原エンジニアリングサービス㈱ 中部支店
契約額 ６７７，５６５千円（税込み）
委託期間 平成２１年４月１日～平成２４年３月３１日





技術管理業務の包括的な民間委託の推進計画

水道用水供給事業での包括的な民間委託については、施設の状

況などが各水道事務所によって異なっていることから、平成２４年度
から段階的に導入することを目標とします。このため、業務効率の向
上や安全性の確保などの観点から、現在実施している工業用水道
の浄水場での包括的な民間委託の運営状況などの検証を行い、課
題の整理を行っていきます。

【今後の導入計画】
・平成２４年度から北勢水道事務所及び南勢水道事務所の浄水場等で包括的な
民間委託を開始。
・平成２４年度から中勢水道事務所で浄水場等で運転監視業務の民間委託を開
始。
・平成２４年度以降も、包括的な民間委託の導入効果を検証しつつ、中勢水道事
務所の管内への導入など、委託範囲の拡大について検討。



包括的な民間委託を進めるスケジュール

H22H22 H2H23

維持管理
業 務

運転監視
業 務

水道用水
供給事業

維持管理
業 務

運転監視
業 務

工業用
水道事業

H2H28H 7H27H26H25H254H24事業内容事業区分

第 ２ 次 中 期 計 画

長 期 経 営 ビ ジ ョ ン

包括的な民間委託
（実施済）

包括的な民間委託の拡大

【事業者責任に係る業務】企業庁職員による管理

中期計画

一部浄水場の

民間委託実施済
全浄水場に
包括的な民間
委託を拡大

単独外部委託

【事業者責任に係る業務】企業庁職員による管理

○○全浄水場の運転監視の全浄水場の運転監視の
民間委託を開始民間委託を開始
○○ 部浄水場の包括的な一部浄水場の包括的な
民間委託を開始民間委託を開始

単独外部委託（汚泥処理、警備業務等）

単独外部委託

企業庁職員による
管理

単独外部委託（汚泥処理、警備業務等）







電気事業（水力発電事業）／施設概要

296,62398,000 合計

22,1367,600 小計

10,1932,800 1.50 水路式青田川、菅谷川青田

11,9434,800 9.00 ダム式蓮川蓮

櫛田川

13,1093,800 小計

6,0361,800 3.70 ダム式名張川比奈知

7,0732,000 4.00 ダム式青蓮寺川青蓮寺

淀川

261,37886,600 小計

13,1326,400 3.00 水路式大和谷川 他大和谷

21,18011,400 40.00 ダム式宮川三瀬谷

51,12412,000 3.00 ダム水路式宮川、不動谷川 他宮川第三

91,40228,600 24.00 水路式宮川、南又谷川宮川第二

71,61725,600 24.00 ダム水路式宮川宮川第一

12,9232,600 6.00 水路式大内山川他長

宮川

年間目標
供給電力量
(千kWh)

最大出力
(kW)

最大使用水量
（㎥/秒）

発電形式使用河川発電所名水系

平成２３年１月１日現在

企業庁の水力発電所は、宮川水系を中心に県内に１０ヶ所設置され
ており、中部電力へ電気を供給しています。

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。





８．０９円１．２０円６．８９円２２～２３ （２２）

８．７６円１．２０円７．５６円１５～１６

８．０６円１．２０円６．８６円１７～１８

７．６９円１．２０円６．４９円１９～２０

７．４８円１．２０円６．２８円２１(※)

７．２７円１．２０円６．０７円(２３)

平均単価
（１ｋＷｈ当たり）

電力量料金単価
（１ｋＷｈ当たり）

基本料金単価
（１ｋＷｈ当たり）

年度

企業庁と中部電力（株）は、企業庁が運営する１０ヶ所の水力発電所を一括して

「電力受給基本契約（平成２２年度～平成３１年度）」を平成２１年度に新たに締結
するとともに、２年毎に電力受給契約を結び、料金を更改しており、本年度からの
料金は、平成２２、２３年度の２カ年で契約を締結しました。
売電料金については、「卸供給料金算定規則」に基づく、総括原価方式により中
部電力(株)と協議のうえ決定しており、基本料金と電力量料金からなる二部料金
制を採用しています。

水力発電事業の料金

(※)平成２１年度までの基本契約の最終年度であったため、単年度での契約となっています。



水力発電事業については、官民が適正な役割分担のもと、クリー
ンエネルギーの供給と地域貢献に取り組み、将来にわたって持続
可能なものとしていくため、民間への事業譲渡に取り組んでいます。

水力発電事業の民間譲渡を行うにあたり、譲渡交渉先である中部
電力(株)と、平成２１年３月に譲渡・譲受に関する確認書を締結し、
確認された課題の解決に向け、協議を行ってきましたが、確認書締
結後に新たに提起された課題（運転監視システムの中部電力によ
る整備、使用中のＰＣＢ含有変圧器の取替）に対応するため、譲渡
目標時期を平成２２年度末から平成２５年度又は平成２６年度に延
伸しました。
現在は、譲渡価格も含めた譲渡譲受にあたっての基本的な事項
について合意できるよう、中部電力(株)との協議を進めています。

水力発電事業の民間譲渡













収益合計／営業収益＋営業外収益＝１２０億円余 （対前年度比107.8％）
費用合計／営業費用＋営業外費用＝１０１億７百万円余 （対前年度比 105.9％）
純利益（収益合計－費用合計） ＝ １８億９千３百万円余（対前年度比119.7％）

平成２１年度の純利益は、前年度の純利益１５億８千１百万円余より、３億１千１百万
円余増加しています。この純利益については、前年度からの繰越利益剰余金３百万円
余を合わせ、１億円を減債積立金、１７億９千万円を利益積立金として利益処分を行
いました。

水道用水供給事業／平成２１年度の収益的収支

○ 給水収益の増加 1,048百万円 ○ 他会計補助金の減少 96百万円

○ 支払利息の減少 149百万円 ○ 原水及び浄水費の増加 178百万円

(うち委託料の増加340百万円)

○ 減価償却費の増加 441百万円

計 1,197百万円 計 715百万円

主な利益増加要因（対前年度比） 主な利益減少要因（対前年度比）



889,600企 業 債

2,110,227出 資 金

148,961補 助 金

97,254負 担 金

－固定資産売却代金

3,246,043合 計①

－雑 収 入

平成２１年度決算額区 分

（資本的収入）

6,337,846
過年度分
損益勘定
留保資金

補
て
ん
財
源

合計

減債
積立金

消費税資
本的収支
調整額

80,000

124,071

6,541,917

（単位：千円）

合 計②

うち水資源機構割賦
負担金

うち企業債

うち伊賀広域水道建設費

うち北勢広域水道拡張費

2,296,537建設改良費

109,654

437,621

7,491,423償 還 金

808,950

9,787,960

6,682,473

平成２１年度決算額区 分

（資本的支出） （単位：千円）

水道用水供給事業／平成２１年度の資本的収支

資本的収支不足額（②－①）＝6,541,917千円

（単位：千円）

補てん





収益合計／営業収益＋営業外収益 ＝６２億８百万円余 （対前年度比 97.0％）

費用合計／営業費用＋営業外費用＋特別損失＝５７億９千３百万円余（対前年度比105.5％）
純利益（収益合計－費用合計） ＝ ４億１千５百万円余 （対前年度比 45.9％）

平成２１年度の純利益は、前年度の純利益９億６百万円余より、４億９千万円余減少
しています。この純利益については、前年度からの繰越利益剰余金５百万円余を合わ
せ、４億２千万円を減債積立金として利益処分を行いました。

工業用水道事業／平成２１年度の収益的収支

○ 給水収益の減少 108百万円

○減価償却費の減少 25百万円 ○ 原水及び浄水費の増加 50百万円

○支払利息の減少 38百万円 (うち負担金の増加119百万円)

○ 特別損失の増加 352百万円

計 63百万円 計 510百万円

主な利益増加要因（対前年度比） 主な利益減少要因（対前年度比）



合 計②

うち水資源機構割賦
負担金

うち企業債

うち北伊勢工水改良費

2,332,100建設改良費

1,730,742

2,940,857償 還 金

1,181,984

5,272,957

1,644,225

平成２１年度決算額区 分

912,500企 業 債

1,328,161出 資 金

59,500補 助 金

3,856負 担 金

2,307,212合 計①

3,196固定資産売却代金

平成２１年度決算額区 分

（資本的収入） （単位：千円）（資本的支出） （単位：千円）

工業用水道事業／平成２１年度の資本的収支

資本的収支不足額（②－①）＝2,965,744千円

（単位：千円）

補てん

1,928,387
過年度分
損益勘定
留保資金

補
て
ん
財
源

合計

減債
積立金

消費税資
本的収支
調整額

910,000

127,357

2,965,744





電気事業／収益的収支の決算額の事業別内訳

△419,529

1,424,321

1,004,792

△375,247

3,100,850

2,725,603

△794,776

4,525,171

3,730,395

Ｈ１７年度

△209,438

1,339,138

1,129,700

309,933

2,293,733

2,603,666

100,495

3,632,871

3,733,366

Ｈ１８年度

△258,482

1,078,774

820,292

△30,462

2,301,760

2,271,298

△288,943

3,380,534

3,091,590

Ｈ１９年度

△253,936

1,009,781

755,845

192,973

2,163,831

2,356,804

△60,964

3,173,613

3,112,649

Ｈ２０年度

電
気
事
業
内
訳

1,209,078収益的支出

△459,851

749,227

157,969

2,021,982

2,179,950

△301,882

3,231,059

2,929,177

Ｈ２１年度

純利益

ＲＤＦ焼却
・発電事業

水力発電
事業

電気事業

事業名

純利益

収益的収入

収益的支出

収益的収入

純利益

収益的収入

収益的支出

区分

（単位：千円）



収益合計／営業収益＋附帯事業収益＋営業外収益＝２９億２千９百万円余（対前年度比94.1％）
費用合計／営業費用＋附帯事業費用＋営業外費用＝３２億３千1百万円余（対前年度比101.8％）
純損失（収益合計－費用合計） ＝ ３億１百万円余

平成２１年度の純損失は、前年度の純損失６千万円余より、２億４千万円余増加しまし

た。なお、この純損失と繰越欠損金１９億２千３百万円余を合わせた２２億２千４百万円余
が平成２１年度末未処理欠損金となっています。

電気事業／平成２１年度の収益的収支

（水力） （水力）

○ 電力料の減少 168百万円

○ 一般管理費の減少 101百万円 ○ 宮川第三水力発電費の増加 40百万円

(うち人件費の減少106百万円) (うち固定資産除却費の増加21百万円)

（ＲＤＦ） （ＲＤＦ）

○ その他附帯事業収益の増加 14百万円 ○ 電力料の減少 21百万円

○ RDF発電費の増加 199百万円

(うち委託料の増加211百万円)

計 115百万円 計 428百万円

主な利益減少要因（対前年度比）主な利益増加要因（対前年度比）



（資本的収入） （単位：千円）（資本的支出） （単位：千円）

電気事業／平成２１年度の資本的収支

資本的収支不足額（②－①）＝556,438千円

（単位：千円）

補てん

56,647長期貸付金償還金

65固定資産売却代金

56,712合 計①

平成２１年度決算額区 分

合 計②

うち企業債

うち水力発電所改良費

57,653建設改良費

57,653

555,498償 還 金

613,151

555,498

平成２１年度決算額区 分

553,712
過年度分
損益勘定
留保資金

合計

消費税資
本的収支
調整額

2,726

補
て
ん
財
源

556,438



長期債務残高（平成２１年度末）

28,003,2635,176,25622,827,007元 金

5,702,1321,250,4644,451,668利 息

76,395,0141,834,62774,560,387計

13,099,865356,96812,742,897利 息

63,295,1491,477,65961,817,490元 金
水道用水
供給事業

計

利 息

元 金

計

利 息

元 金

計

種 別

106,842,642

18,079,612

88,763,030

5,003,580

885,047

4,118,533

27,278,675

企業債

8,261,347

1,607,432

6,653,915

6,426,720

水資源機構
割賦負担金

33,705,395

工業用水道
事業

885,047

4,118,533

電気事業

5,003,580

19,687,044

115,103,989

95,416,945

合 計

合 計事 業

（単位：千円）



三重県公営企業会計資金不足比率

※各会計の資金不足比率は、資金剰余（黒字）であることから算定されない。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定
に基づく「資金不足比率」について

【資金不足比率】

（参考）
経営健全化基準

平成２１年度

－％

－％

－％

２０％

２０％

２０％水道事業会計

電気事業会計

工業用水道
事業会計

会計名 資金剰余額

約22億5,500万円

約143億3,600万円

約135億9,200万円

【資金剰余額】
＜参考＞


